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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学
○ 大学の概要○ 大学の概要○ 大学の概要○ 大学の概要

(1) 現況 (2) 大学の基本的な目標等
①大学名 鳴門教育大学は，「教育は国の基である」という理念のもとに，教員養成大学
国立大学法人鳴門教育大学 として時代の要請に応えるべく，高度な教職の専門性と教育実践力，かつ豊かな

人間愛を備えた高度専門職業人としての教員の養成を最大の目標とする。
②所在地 併せて，学校教育に関する先端的実践研究を推進し，我が国の教員養成におけ
徳島県鳴門市 る先導的な役割を果たすため， 以下の目標を掲げ，重点的に取り組む。

③役員の状況 〔教育〕
学 長：田中雄三（平成２２年４月１日～平成２６年３月３１日） ○ カリキュラム・ポリシーに基づいて「教員養成コア・カリキュラム」をはじ
理事数：３人 めとする教育内容を検証し，更に充実させ，今日的課題に対応しうる「教育実
監事数：２人（うち非常勤２人） 践力」を備えた教員を養成する。

○ 厳正な成績評価の実施及び教育方法の改善を通して，学位及び教育の質を保
④学部等の構成 証する。
学校教育学部
大学院学校教育研究科（修士課程及び専門職学位課程） 〔研究〕
教職キャリア支援センター ○ 学校教育に関する先端的実践研究を推進するとともに，新規分野である「予
長期履修学生支援センター 防教育科学」の拠点を形成し，その成果を広く学校現場や社会へ還元する。
地域連携センター
情報基盤センター 〔社会貢献・国際貢献〕
予防教育科学センター ○ 小学校英語教育センターにおいて蓄積している事業実績や教育研究の成果を
小学校英語教育センター 小学校における「外国語活動」に活かし，今後も引き続き積極的かつ計画的に
教員教育国際協力センター 教育支援を行う。
心身健康センター ○ JICA等と連携した大学教員の海外派遣，諸外国からの研究者・教員・留学生
附属幼稚園 の受入れを積極的に促進し，開発途上国への教育支援をなお一層充実させる。
附属小学校
附属中学校
附属特別支援学校

⑤学生数及び教職員数（平成２４年５月１日現在）
＜学生数＞
学校教育学部 ４６２人（ ０人）
大学院学校教育研究科 ６３０人（３１人）
附属幼稚園 １３８人
附属小学校 ６８９人
附属中学校 ４７２人
附属特別支援学校 ６０人

＜教員数＞
大学 １４８人
附属幼稚園 ９人
附属小学校 ２７人
附属中学校 ２６人
附属特別支援学校 ３５人

＜職員数＞ １０４人
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

(3) 大学の機構図

（Ｈ２４．３．３１）

※ については，平成24年度に変更した組織を示す。
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（Ｈ２５．３．３１）

※ については，平成24年度に変更した組織を示す。
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学
○ 全体的な状況○ 全体的な状況○ 全体的な状況○ 全体的な状況

国立大学法人鳴門教育大学は，大学の機能別分化の方向性をふまえ，第２期中 第４の方針に対しては，平成26年度からインターネットを活用した遠隔教育プ

期目標に高度専門職業人としての教員の養成を掲げた。その目標を達成するため， ログラムを修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにおいて開設すること

学長として，平成24年度には，次に示す具体的な業務遂行に係る方針を定め，業 に伴い，当該コースの募集人員を15人から20人とし，これに応じて平成24年度中

務に取り組むよう指示した。 に平成25年度教員定員計画を見直し，同コースに准教授１人の教員定員を配分し

１．教育の質保証をより確かなものにするためのカリキュラムの検証と改善 た。あわせて，同専攻臨床心理士養成コースの募集人員を45人から40人とし，平

２．学校現場の課題に即応した先端的教育実践研究の推進 成26年度入学生より適用することを決定した。

３．学生のニーズにそった体系的かつきめ細かな就職指導の推進 第５の方針に対しては，本学独自の経済的支援の拡大策を打ち出した。大学院

４．社会のニーズをふまえた戦略的・効果的な教育資源の配分 修学休業制度による現職教員に対する授業料免除を実施し，前・後期を通じて，

５．社会のニーズをふまえた学生の学修支援と教育環境の整備 延べ４人が免除対象者となった。通常の授業料免除については，「鳴門教育大学

第１の方針に対しては，特別経費（プロジェクト分）を受領して，教員養成モ 授業料免除選考基準」を充たした者全員に対して基準相当の免除を行い，前・後

デルコア・カリキュラムの開発に取り組み，「カリキュラムマップ・ガイドライ 期を通じて，全額免除者が延べ169人，半額免除者が延べ110人となった。また，

ン研究」，「評価基準・評価方法開発」，「教科内容学研究」を柱に検討を進めた。 環境負荷を低減した学修環境を構築するため，明確な環境方針・目標に従った行

その成果として，モデルコア・カリキュラムの編成と評価に関する手立て及び教 動計画を学生・教員・事務職員等が一体となって実施した結果，「エコアクショ

科内容学研究の成果に基づく小学校教科専門科目の教科書編成のモデルを策定し ン21」の認証・登録について，平成23年度の鳴門サイト(大学)に続き，平成25年

た。また，専門職学位課程において，キャリアに応じた能力開発により一層対応 ３月27日に徳島サイト(附属学校園)の認証が認められた。

するため，現職教員対象の従来の３コースを教職実践力高度化コースに統合する

とともに，カリキュラムにおける授業内容の見直しを行った。

第２の方針に対しては，予防教育科学センターと徳島県下の小・中学校が連携 １．教育研究等の質の向上の状況

して，不適応や不健康の問題への対応など予防教育に関する実践的研究を進め，

県内の小学校15校（小学校３年生～６年生）並びに中学校１校（１年生）におい 【教職実践演習の授業構成】

て予防教育授業を実施した。そして，平成24年度に過去３年間にわたる教育効果 平成25年度に開講する「教職実践演習」の実施に向けて，平成24年度に「学

を検証し，教育目標とした自己信頼，他者信頼，感情の理解と対処，向社会性な 校教育実践Ⅱ」において，当該授業の試行授業を実施し，その成果と課題を踏

どの達成率が全体として94.1%に上がり（悪化ゼロ），極めて良好な効果評価結果 まえて，教職実践演習実行委員会の検討を経てシラバスを確定するとともに，

を得て，その結果を総合的に報告書にまとめ公表した。 演習のための実践事例集を作成した。

第３の方針に対しては，学部における70%を上回る教員就職率の達成という数値 また，実践的教育指導を充実させるため，教育委員会に教員養成実地指導講

目標を明確に掲げ，PDCAサイクルによる計画的・体系的な就職支援を実施した結 師の派遣依頼を行い指導体制の充実を図った。

果，学部卒業生の教員就職率が，平成22年３月卒業生78.3％，平成23年３月卒業

生77.9％，平成24年３月卒業生80.0％となり，「国立の教員養成大学・学部（教 【教員養成モデルコア・カリキュラムの開発研究】

員養成課程）」44大学中第１位を３年連続で獲得するという特筆すべき成果を上 モデルコア・カリキュラムの策定に向けて，連携大学との協働の下，「カリ

げた。また，多様なキャリアとニーズを持つ学校教員養成プログラム受講者(長期 キュラムマップ・ガイドライン研究」，「評価基準・評価方法開発」，「教科内容

履修学生)をより体系的かつ実践的に支援するため，従来教職キャリア支援センタ 学研究」の各協議会において検討を進め，モデルコア・カリキュラムの編成と

ーに位置付いていた長期履修学生支援オフィスを格上げして長期履修学生支援セ 評価に関する手立て及び教科内容学研究の成果に基づく小学校教科専門科目の

ンターを設置し，センター運営方針等を策定することにより，全学的なサポート 教科書編成のモデルを策定し，その成果を報告書にまとめた。また，２回にわ

体制を確立した。 たりシンポジウムを開催し，モデルコア・カリキュラムの趣旨の普及を図ると

ともに，実践課題について検討した。
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【教育実習参加要件・評価基準の開発研究】 【教育実習校との教育連携の充実】

附属学校での教育実習への参加要件及び教育実習に関する評価基準を策定す 学校教員養成プログラム受講者の教育実習校の拡充のため，新たに徳島市内

るため，大学と附属学校が共同で研究推進委員会を設置し，他大学の教育実習 の小学校（６校，６人）及び鳴門市内の中学校（５校，13人）を指定し，実習

参加要件及び評価基準，他分野の医学系大学で実施される臨床実習の参加要件 を実施した。

及び評価基準について調査・分析し，教育実習参加要件の見直しと評価基準の また，従来教職キャリア支援センターに位置付いていた長期履修学生支援オ

活用の在り方について，改善の方向性を明確にする中間報告をまとめた。 フィスを格上げして長期履修学生支援センターを設置するとともに，小学校長

経験者の長期履修学生支援アドバイザーを１人増員することにより，教育実習

【先端的実践研究としての予防教育科学の推進】 校との連携を強化した。

徳島県下の小学校15校（小学校３年生～６年生）並びに中学校１校（１年生）

において予防教育授業を実施し，効果評価結果の統計分析を行った結果，「学 【カリキュラム・ポリシーの策定】

んだこと，はやく使ってみたい」，「正直になれた」など有意な教育効果を多数 大学院（修士課程，専門職学位課程）において，本学の方針とその特色を明

確認した。また過去３年間にわたる教育効果を総合的にまとめた冊子『予防教 確にしたカリキュラム・ポリシーを明文化した。

育科学に基づく「新しい学校予防教育」』を刊行し，教育目標とした自己信頼，

他者信頼，感情の理解と対処，向社会性などの達成率が全体として94.1%に上が 【カリキュラム等の改編】

り（悪化ゼロ），極めて良好な効果評価結果を得たことを公表した。 専門職学位課程において，キャリアに応じた能力開発により一層対応するた

め，現職教員対象の従来の３コースを教職実践力高度化コースに統合するとと

【「予防教育科学と学校教育」の開設】 もに，カリキュラムにおける授業内容の見直しを行い，平成25年４月より実施

学校教育における不適応や不健康の問題に対応する力量を持った教員養成に することとなった。

資するため，昨年度の大学院授業「予防教育科学」の開設に続き，学部授業「予

防教育科学と学校教育」を開講した。 【遠隔教育プログラムの開設に向けて】

なお，学部授業評価アンケートでは，総合評価で５点満点中4.7点（受講者数 平成26年度からのインターネットを活用した遠隔教育による大学院プログラ

：34人）と高い評価を得た。 ムの開設に向け，「遠隔教育プログラム開設準備室」を設置し，募集人員，教

員配置及び教育支援体制の整備について検討を行った。

【小学校外国語活動に関する実践的研究の推進と教育支援】

小学校英語教育実践に関する先駆的研究として，小学校英語教育センター所 【長期履修学生の学習支援】

属の教員が中心となって，小学校５・６年生の外国語活動必修化を受けた，幼 多様なキャリアとニーズを持つ学校教員養成プログラム受講者をより体系的

児・低学年児童の英語教育の在り方に関するひとつのモデルを提案することを かつ実践的に支援するため，従来教職キャリア支援センターに位置付いていた

目指して，「英語絵本読み聞かせプロジェクト」の開発研究を推進した。それ 長期履修学生支援オフィスを格上げして長期履修学生支援センターを設置し，

に係る平成24年度の研究成果を，『四国英語教育学会紀要 第32号』や『小学 センター運営方針等を策定することにより，全学的なサポート体制を確立した。

校英語教育センター紀要 第３号』に発表した。その成果を受けて本プロジェ

クトは，平成25年度学長裁量経費支援プロジェクト研究に採択された。 【就職支援・就職指導】

教育支援については，徳島県内外の学校及び地域学習グループ等の小学校外 学部における70％を上回る教員就職率を維持するため，本学教職員が各都道

国語活動担当者へ助言指導として，10回の出張研修（お遍路型研修）を行い， 府県教育委員会から収集した情報と学生のニーズを踏まえ，教採対策ガイダ

授業実践の提示や教員研修など各校・地域の要請に応じた内容を提供した。ま ンスや２次試験対策ガイダンスを年間を通して計画的に実施し，教員就職率

た，小学校外国語活動を担う人材育成を目的としたシンポジウム及び公開講座 80.0％を達成した。

を実施したほか，本学附属小学校を会場として，学内外の講師による現職教員 また，修士課程においては，学生のニーズに沿った就職指導を推進するため，

対象のワークショップを16回（前期８回，後期８回）実施し，延べ参加者数は アドバイザーとの相談・指導を実施するとともに，平成23年度に引き続いて大

209人だった。 学院生就職研修会を実施した。
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【学生サービスの向上】 【教育研究組織の検討と教員定員計画の見直し】

学生サービスの向上の一貫として，学生窓口を集約する「総合学生支援棟」 修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにおいて遠隔教育プログラム

新営のため設計を完了し，工事発注の公告を行った。 を開設することに伴い，平成25年度の教員定員配置計画を見直し，遠隔教育プ

また，学生のニーズ調査結果を基に，トイレ改修等の教育環境改善を進めた。 ログラム対応分として，同コースに准教授１人の教員定員を配分した。

また，「遠隔教育プログラム開設準備室」を設置し教育支援体制の整備につ

【経済的支援の充実】 いて検討を行った結果，平成25年度から「遠隔教育プログラム推進室」を設置

本学独自の経済的支援の拡大策として，大学院修学休業制度による現職教員 し，授業等の試行とともに，教材開発，学生募集活動を行うこととした。

に対する授業料免除を実施し，前・後期を通じて，延べ４人が免除対象者とな また，高度学校教育実践専攻（教職大学院）のコースの再編に伴い，定員充

った。通常の授業料免除については，「鳴門教育大学授業料免除選考基準」を 足，院生指導の適切な実施，教員就職率の改善等の観点から，専攻内の専任教

充たした者全員に対して基準相当の免除を行い，前・後期を通じて，全額免除 員の配置の見直しについて検討し，平成25年度から，全ての院生を専任教員全

者が延べ169人，半額免除者が延べ110人となった。 員が協力して指導することを原則にしながら，教職実践力高度化コースに12人，

また，東日本大震災の影響により授業料の納付が困難となった学生に係る平 教員養成特別コースに10人の主たる担当教員を配置することとした。

成24年度授業料免除を募集したが，当該年度での申請者は無かった。

【効果的な予算配分】

【卒業・修了後のフォロー体制】 「財務レポート（2012）」を活用し，個別の財務指標の分析を行った。指標の

同窓会及び学校教育学会（本学在学生，卒業生，修了生及び教員等で構成） 分析に際しては，教育系大学における財務全体の流れ及びそれとの比較による

との協働で，大学院生（修了予定者）及び大学教員（優秀教員，教授昇任者）， 本学の特徴を把握する観点から，教育系単科大学の財務指標（平均値）を新た

同窓会主催による「全国教育実践活動コンテスト」の表彰者（学校教員）によ に取り入れ，学内予算編成方針の策定に活用した。

る研究発表の場である「第３回学術研究会」を実施し，あわせて，各発表内容 上記財務指標の分析を基に，予算・財務管理委員会において学内予算編成方

の概要を本学の学校教育学会学会誌に掲載した。 針の検証を行った結果，本学の予算配分は，全般的には概ね適正であると言え，

また，新たな取組として，同窓会との協働により，和歌山県内の同窓生や現 当面，見直しの必要は生じていないという結論に至った。

職教員を対象とした「第１回うずしお講演会」を和歌山市内で実施し，同窓生 検討結果を受けて，学内予算編成方針を策定し，当該方針に基づき，平成25

間のネットワーク構築を図った。 年度予算配分（案）を作成した。

【国際学術交流協定校との研究集会】 【事務職員の人事評価制度とSD研修】

国際学術交流協定締結校である北京師範大学との共催で第５回中日教師教育 平成23年度に見直しを行った新たな人事評価制度について，評価者研修を行

学術研究集会を平成24年９月15日・16日に開催し（会場：北京師範大学教育学 った上，人事評価（９月中間評価・３月期末評価）を実施した。

部），実数で中日両国の現職教員を含む100人を超える参加者（日本からは９大 評価結果（中間評価）を処遇への参考とし，平成24年12月期の勤勉手当及び

学42人が参加）を得て，学術交流を深めた。 平成25年１月の昇給に反映させた。

また，SD研修については，平成24年12月にタイムマネジメント研修（受講者

10人）及びクレーム対応研修（受講者20人）等を実施し，両研修ともに事後の

２．業務運営・財務内容等の状況 アンケート結果において，内容を「良く理解できた」「理解できた」と回答し

た者が100％に達した。

【大学院募集人員の見直し】 平成25年２月のSD委員会において，平成24年度研修の成果を踏まえ，新たな

平成26年度から修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにおいて遠隔 SD研修の実施について検討・企画を行った結果，異文化コミュニケーション研

教育プログラムを開設することに伴い，同コースの募集人員を15人から20人に 修については，平成25年度も同様の形式で実施することとした。

増員するとともに，同専攻臨床心理士養成コースの募集人員を45人から40人に

改め，臨床心理士養成教育の質の向上を図ることとし，平成26年度入学生より

適用することとした。
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【人件費抑制】 【防災対策基本計画に基づく安全対策】

国家公務員の給与減額支給措置に準じ，役員については平成24年５月１日か 平成23年度に策定した備蓄・整備計画に基づき，防災関連物資及び資機材等

ら，職員については平成24年６月１日から減額支給を実施した。 を整備した。また，防災対策基本計画の見直しに基づき津波による避難場所，

防災関連物資及び資機材等の設置場所等を防災地図に取りまとめ，関係各課に

【評価体制の改善】 配布するとともにウェブページにより周知した。

教員養成等推進会議の検証結果に基づき，総務委員会の下に，地域教育委員 ほかに，平成24年９月に本学を会場として行った鳴門市防災訓練へ参加する

会関係者，大学等機関の専門家及び学内選出教員から構成される教育・研究評 とともに，平成24年11月に地域住民と連携した高島地区防災訓練を実施した。

価部会を新設し，本学の教育研究活動及び学生による授業評価やFDの在り方に さらに，衛生委員会による安全・衛生パトロールの指導事項に基づいて，地

ついて外部・内部から忌憚のない意見・提言を収集することで，評価の実質化 盤沈下箇所の穴埋めなどの安全対策を講じた。

と効率化を図るようにした。そして，教育・研究評価部会の平成24年度評価結

果を学長に報告した。

【エコアクション21の認証・登録】

「鳴門教育大学環境方針」・「環境目標及び環境活動計画」に基づき，徳島サ

イト（附属学校園）を含む大学の構成員である学生・教員・事務職員等が環境

負荷の低減に取り組み，その結果を環境活動レポート及び記録に取りまとめた。

そのレポート等に基づく審査により，「エコアクション21」の認証・登録につ

いて，平成23年度の鳴門サイト(大学)に続き，平成25年３月27日に徳島サイト(附

属学校園)の認証が認められた。

【コンプライアンス等の内部統制の確立】

大学が保有する個人情報の管理について教職員の意識の高揚を図るとともに，

具体的な対処の仕方を明確にするため，個人情報漏えい防止マニュアルについ

て，平成25年２月開催の所掌委員会で検討するとともに，学内教員に意見照会

し，成案を得て平成25年度から運用することとした。

また，コンプライアンス基本方針を平成24年５月に制定し，各教職員あての

メール及び学内ポータルサイトにおいて周知するとともに，内部統制の確立を

達成するため，学外有識者に指導を受け，次年度以降に策定するリスク対応計

画の取組手法及び完成イメージ等を明確にした。

ほかに，リスク対応に関する能力の向上及びコンプライアンス意識の高揚を

図るため，危機管理及びコンプライアンスの推進に関する研修会を事務職員（リ

ーダー・チーフクラス）を対象に開催した。
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標
① 組織運営の改善に関する目標

中 1) 学長直属の組織とする経営企画本部の機能を強化し，適正な業務を確保する内部統制を確立するとともに，戦略的な大学経営を推進する。
期 2) 入学定員を社会的ニーズ等に対応した適正規模に見直し，それに伴う大学運営組織を再構築することにより，教育研究等の質を確保する。
目 3) 学内資源を最大限に活用し教育研究環境の充実を図るため，効率的・効果的な資源配分を行う。
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【43】 【43】
1)-① コンプライアンス及びリスクマ ① コンプライアンス及びリスクマネジ 大学が保有する個人情報の管理について教職員の意識の高揚を図る

ネジメントを中心とした内部統制 メントに係る内部統制を確立するた とともに，具体的な対処の仕方を明確にするため，個人情報漏えい防
を確立し，PDCAサイクルの実施に め，危機管理基本マニュアルに基づく 止マニュアルについて，平成25年２月開催の所掌委員会で検討すると
より，内部統制機能を充実させる。 個別マニュアル，コンプライアンスに Ⅲ ともに，学内教員に意見照会し，成案を得て平成25年度から運用する

関する基本方針及び各種実施計画等の こととした。
策定に取り組む。 また，コンプライアンス基本方針を平成24年５月に制定し，各教職
その他，危機管理意識及びコンプラ 員あてのメール及び学内ポータルサイトにおいて周知するとともに，
イアンス意識高揚のための啓発活動を 内部統制の確立を達成するため，学外有識者に指導を受け，次年度以
行う。 降に策定するリスク対応計画の取組手法及び完成イメージ等を明確に

した。
ほかに，リスク対応に関する能力の向上及びコンプライアンス意識
の高揚を図るため，危機管理及びコンプライアンスの推進に関する研
修会を事務職員（リーダー・チーフクラス）を対象に開催した。

【44】 【44】
1)-② 経営戦略に基づき，効率的かつ ② 企画戦略室で策定した組織等に関す 本学が受託したプロジェクト研究を戦略的・事業横断的に推進する

柔軟な組織運営及び業務運営を行 る方針に基づき，組織及び業務運営を Ⅲ ため，プロジェクト研究企画・推進室の設置について検討し，その方
う。 改善する。 針を定めた。

【45】 【45】
1)-③ 大学の広報体制を見直すととも ③ 広報体制の見直しを図り，ITを中心 平成23年度に引き続き，大学院説明会情報の進学情報サイト「大学

に，ITを中心とした効率的・効果 とした効率的・効果的な広報活動を推 Ⅲ 院へ行こう！」への掲載や，再編集した大学紹介ビデオをウェブペー
的な広報活動を実施する。 進する。 ジで公開するなどの広報活動を行うとともに，平成24年度から新たに，

ウェブ番組（徳島の社長TV）を用いて学長メッセージを発信し，より
効果的な広報活動の推進を図った。
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【46】 【46】
2)-① 社会的ニーズ等大学を取り巻く ① 大学院（修士課程，専門職学位課程） 平成26年度から修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにお

内外の環境分析を行い，大学院（修 に関する組織・入学定員再編案に基づ いて遠隔教育プログラムを開設することに伴い，同コースの募集人員
士課程，専門職学位課程），学部 く入学定員等の変更に向けての諸準備 Ⅲ を15人から20人に増員するとともに，同専攻臨床心理士養成コースの
及び附属学校の入学定員等につい を行う。 募集人員を45人から40人に改め，臨床心理士養成教育の質の向上を図
て検討し，適正な規模に見直す。 ることとし，平成26年度入学生より適用することとした。

【47】 【47】
2)-② 教育研究組織，センター組織及 ② 大学院に関する入学定員再編案に基 修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにおいて遠隔教育プ

び事務組織を総合的に見直し，教 づく教育研究組織の検討を行う。 ログラムを開設することに伴い，平成25年度の教員定員配置計画を見
育研究及び業務運営体制を再構築 直し，遠隔教育プログラム対応分として，同コースに准教授１人の教
する。 員定員を配分した。

また，「遠隔教育プログラム開設準備室」を設置し教育支援体制の
Ⅲ 整備について検討を行った結果，平成25年度から「遠隔教育プログラ
ム推進室」を設置し，授業等の試行とともに，教材開発，学生募集活
動を行うこととした。
また，高度学校教育実践専攻（教職大学院）のコースの再編に伴い，
定員充足，院生指導の適切な実施，教員就職率の改善等の観点から，
専攻内の専任教員の配置の見直しについて検討し，平成25年度から，
全ての院生を専任教員全員が協力して指導することを原則にしなが
ら，教職実践力高度化コースに12人，教員養成特別コースに10人の主
たる担当教員を配置することとした。

【48】 【48】
3)-① 機動的かつ柔軟な大学運営を行 ① 学内での組織改革の検討を踏まえ 修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにおいて遠隔教育プ

うため，人員配置方針を見直し， て，教員定員計画を策定し，必要に応 ログラムを開設することに伴い，平成25年度の教員定員配置計画を見
新たな配置計画を策定し，効率的 じ見直す。 直し，遠隔教育プログラム対応分として，同コースに准教授１人の教
かつ適正な人員配置を行う。 員定員を配分した。

また，高度学校教育実践専攻（教職大学院）のコースの再編に伴い，
Ⅲ 定員充足，院生指導の適切な実施，教員就職率の改善等の観点から，
専攻内の専任教員の配置の見直しについて検討し，平成25年度から，
全ての院生を専任教員全員が協力して指導することを原則にしなが
ら，教職実践力高度化コースに12人，教員養成特別コースに10人の主
たる担当教員を配置することとした。
また，計画的な教員公募を行うため，平成25年３月に平成26年度教
員定員計画を策定した。
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【49】 【49】
3)-② 効率的かつ効果的に予算を執行 ② 教育研究経費等について財務分析結 「財務レポート（2012）」を活用し，個別の財務指標の分析を行っ

するため，学内予算配分方針を点 果を基に，学内予算編成方針等を見直 た。指標の分析に際しては，教育系大学における財務全体の流れ及び
検し，改善を行う。 し，効果的な予算配分を行う。 それとの比較による本学の特徴を把握する観点から，教育系単科大学

Ⅲ の財務指標（平均値）を新たに取り入れ，学内予算編成方針の策定に
活用した。
上記財務指標の分析を基に，予算・財務管理委員会において学内予
算編成方針の検証を行った結果，本学の予算配分は，全般的には概ね
適正であると言え，当面，見直しの必要は生じていないという結論に
至った。
検討結果を受けて，学内予算編成方針を策定し，当該方針に基づき，
平成25年度予算配分（案）を作成した。

【50】 【50】
3)-③ 大学が保有する情報資産を，適 ③ 教育研究環境の充実を図るため，教 教員情報データベースに関する学内教員からの意見聴取の結果，研

切な管理運用方法により，学内で 員情報データベースの有効性について Ⅲ 究業績に関する年次順の表示方法等について改善要求が出されたの
有効活用するとともに，学外にも 検証する。 で，システムの変更を行うとともに，教員評価基準専門部会において，
広く発信する。 教員情報データベースによる研究成果等の公表の在り方を検討し，社

会のニーズを踏まえたコンテンツの充実について教員に周知した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標
② 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 1) 戦略に基づいた機動的かつ柔軟な事務組織を構築し，併せて新たな人事評価制度を導入することにより，効率的な事務処理を行う。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【51】 【51】
1)-① 戦略的・機動的な大学運営を図 ① 学生のニーズを踏まえたサービスの 卒業生・修了生対象の「教育等に関するアンケート」の分析結果等

るため，内部統制システムを構築 向上を図るため，事務組織の在り方を Ⅲ を踏まえ，窓口対応等の学生サービスを向上させるため，各課に雇用
するとともに柔軟に事務組織を見 検討する。 の必要状況を照会した上で，大学の戦略及び各課の業務状況に基づき
直す。 職員配置を検討し，適材適所の配置を行った。

【52】 【52】
1)-② 事務系職員に新たな人事制度（採 ② 新たな人事評価制度について検証す 平成23年度に見直しを行った新たな人事評価制度について，評価者

用，評価，研修等）を導入すると るとともに，必要に応じて制度の見直 研修を行った上，人事評価（９月中間評価・３月期末評価）を実施し
ともに，事務システムを改善し， しを行う。 た。
事務処理環境を整備する。 また，管理職も含めた職員の職能開 評価結果（中間評価）を処遇への参考とし，平成24年12月期の勤勉

発・意識改革を目的としたSD研修を計 Ⅲ 手当及び平成25年１月の昇給に反映させた。
画し，実施する。 また，SD研修については，平成24年12月にタイムマネジメント研修

（受講者10人）及びクレーム対応研修（受講者20人）等を実施し，両
研修ともに事後のアンケート結果において，内容を「良く理解できた」
「理解できた」と回答した者が100％に達した。
平成25年２月のSD委員会において，平成24年度研修の成果を踏まえ，
新たなSD研修の実施について検討・企画を行った結果，異文化コミュ
ニケーション研修については，平成25年度も同様の形式で実施するこ
ととした。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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(1) 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１．特記事項 【効果的な予算配分】49
「財務レポート（2012）」を活用し，個別の財務指標の分析を行った。指標

【コンプライアンス等の内部統制の確立】43 の分析に際しては，教育系大学における財務全体の流れ及びそれとの比較によ
大学が保有する個人情報の管理について教職員の意識の高揚を図るとともに， る本学の特徴を把握する観点から，教育系単科大学の財務指標（平均値）を新
具体的な対処の仕方を明確にするため，個人情報漏えい防止マニュアルについて， たに取り入れ，学内予算編成方針の策定に活用した。
平成25年２月開催の所掌委員会で検討するとともに，学内教員に意見照会し，成 上記財務指標の分析を基に，予算・財務管理委員会において学内予算編成方
案を得て平成25年度から運用することとした。 針の検証を行った結果，本学の予算配分は，全般的には概ね適正であると言え，
また，コンプライアンス基本方針を平成24年５月に制定し，各教職員あてのメ 当面，見直しの必要は生じていないという結論に至った。
ール及び学内ポータルサイトにおいて周知するとともに，内部統制の確立を達成 検討結果を受けて，学内予算編成方針を策定し，当該方針に基づき，平成25
するため，学外有識者に指導を受け，次年度以降に策定するリスク対応計画の取 年度予算配分（案）を作成した。
組手法及び完成イメージ等を明確にした。
ほかに，リスク対応に関する能力の向上及びコンプライアンス意識の高揚を図 【事務職員の人事評価制度とSD研修】52
るため，危機管理及びコンプライアンスの推進に関する研修会を事務職員（リー 平成23年度に見直しを行った新たな人事評価制度について，評価者研修を行
ダー・チーフクラス）を対象に開催した。 った上，人事評価（９月中間評価・３月期末評価）を実施した。

評価結果（中間評価）を処遇への参考とし，平成24年12月期の勤勉手当及び
【広報体制の見直し】45 平成25年１月の昇給に反映させた。

平成23年度に引き続き，大学院説明会情報の進学情報サイト「大学院へ行こ また，SD研修については，平成24年12月にタイムマネジメント研修（受講者
う！」への掲載や，再編集した大学紹介ビデオをウェブページで公開するなどの 10人）及びクレーム対応研修（受講者20人）等を実施し，両研修ともに事後の
広報活動を行うとともに，平成24年度から新たに，ウェブ番組（徳島の社長TV） アンケート結果において，内容を「良く理解できた」「理解できた」と回答し
を用いて学長メッセージを発信し，より効果的な広報活動の推進を図った。 た者が100％に達した。

平成25年２月のSD委員会において，平成24年度研修の成果を踏まえ，新たな
【大学院募集人員の見直し】46 SD研修の実施について検討・企画を行った結果，異文化コミュニケーション研

平成26年度から修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにおいて遠隔教 修については，平成25年度も同様の形式で実施することとした。
育プログラムを開設することに伴い，同コースの募集人員を15人から20人に増員
するとともに，同専攻臨床心理士養成コースの募集人員を45人から40人に改め，
臨床心理士養成教育の質の向上を図ることとし，平成26年度入学生より適用する
こととした。

【教育研究組織の検討と教員定員計画の見直し】47，48
修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにおいて遠隔教育プログラムを
開設することに伴い，平成25年度の教員定員配置計画を見直し，遠隔教育プログ
ラム対応分として，同コースに准教授１人の教員定員を配分した。 また，「遠
隔教育プログラム開設準備室」を設置し教育支援体制の整備について検討を行っ
た結果，平成25年度から「遠隔教育プログラム推進室」を設置し，授業等の試行
とともに，教材開発，学生募集活動を行うこととした。
また，高度学校教育実践専攻（教職大学院）のコースの再編に伴い，定員充足，
院生指導の適切な実施，教員就職率の改善等の観点から，専攻内の専任教員の配
置の見直しについて検討し，平成25年度から，全ての院生を専任教員全員が協力
して指導することを原則にしながら，教職実践力高度化コースに12人，教員養成
特別コースに10人の主たる担当教員を配置することとした。
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２．「共通の観点」に係る取組状況 ○ 第２期中期計画を戦略的に推進するため，平成22年度から法人組織と大学
＜戦略的・効果的な資源配分，業務運営の効率化を図っているか。＞ 組織に明確に区分し，平成23年度には，企画戦略機能強化を図るため，企画

総務課に全学的施策に係る情報の一元化と調整に関する権限を付与すること
（１）重点事業への予算配分 とした。
○ 学長のリーダーシップの下，本学の経営戦略に合致し，特色を発揮しうる重
点事業に予算を配分するため，平成22年度から平成24年度にかけて毎年度
66,000千円超の学長裁量経費を確保している。 ＜外部有識者の積極的活用や監査機能の充実が図られているか。＞
平成22年度には，概算要求特別経費等の申請につながり，本学の特色づくり
に寄与するプロジェクトに対して重点的に配分を行うため，新たに「プロジェ （１）外部有識者の積極的活用
クト経費」を設けた。平成22年度から平成24年度にかけては，毎年９件のプロ ○ 経営協議会は，徳島県教育委員会，鳴門市，企業等で活躍している有識者
ジェクト事業に予算を配分し，「遍路文化を活かした教師力育成」等のプロジ から構成され，年に６回開催されている。経営協議会の学外委員からの意見
ェクト事業を実施した。 を大学運営に活用した取組事例として，大学院の入学辞退者が多数であるこ
平成23年度には，学生支援のための授業料免除枠拡大に伴う経費を新設する との理由を，当事者からの調査により明らかにする必要があるとの指摘に対
ことで，全額免除又は半額免除の選考基準を充たすすべての学生に対して免除 して，平成21年度と平成22年度の合格者を対象に，辞退理由及び他大学を選
を実施し，305人の申請者のうち，91％以上の者に免除を実施した。 択した理由について調査を実施し，その結果を踏まえて，合格者に対しコー
平成24年度は，授業料免除に係る経費は学内予算で別途計上することとし， ス紹介のパンフレットを送付する等，合格発表後定期的に大学情報を発信す
外部資金を獲得するためのインセンティブ経費を設け，科学研究費助成事業の ることとした。また，地域の特性を教育に活かす取組が必要ではないかとの
新規申請の促進を図った。 指摘に対して，平成22年度から学長裁量経費を活用して「遍路文化を活かし

た教師力育成」プロジェクトを立ち上げ，その活動を支援している。
○ 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に活用するための目的積立金とし
て，平成22年度，平成23年度に総額231,662千円を計上した。その使途につい ○ 平成24年度に，総務委員会の下に，地域教育委員会関係者，大学等機関の
ては，総合学生支援棟の新設及び講義棟トイレの改修のために活用することと 専門家及び学内選出教員から構成される教育・研究評価部会を新設し，本学
している。 の教育研究活動及び学生による授業評価やFDの在り方について外部・内部か

ら忌憚のない意見・提言を収集し，評価の実質化と効率化を図るようにした。
○ 従前から実施している教員に対する業績主義的傾斜配分について，平成23年 そして，教育・研究評価部会の平成24年度評価結果を学長に報告した。
度に実務家教員を対象とする評価項目を追加し，平成24年度には教授・准教授
の採用及び昇任基準である「連合大学院Dマル合・合」資格を重点項目として （２）監査機能の充実
新たに追加し，ポイント化した。 ○ 平成21年度に設置した監査室（事務職員２人）において，平成22年度には

危険物・毒物管理等の６項目，平成23年度には契約プロセス等の６項目，平
（２）社会のニーズをふまえた戦略的・効果的な教育資源の配分 成24年度には個人情報保護等の５項目についてそれぞれ監査を実施した。こ
○ 平成26年度から修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースにおいて遠隔 れらの内部監査結果を踏まえ，平成24年度には，本学が保有する個人情報の
教育プログラムを開設することに伴い，平成24年度中に平成25年度の教員定員 適切な管理の徹底に努めるとともに，教職員個々の意識の高揚を図るため，
配置計画を見直し，遠隔教育プログラム対応分として，同コースに准教授１人 個人情報保護法研修会を４回開催し，約88％の教職員が受講した。
の教員定員を配分した。

○ 前年度の監事監査結果を受けた取組として，平成22年度には，企画戦略室
（３）機動的・戦略的な組織の改編 の設置，教員選考における模擬授業の導入等に取り組んだ。平成23年度には，
○ 重要課題に機動的・戦略的に対応するために，平成22年度に企画戦略室を設 副学長及び各課長を役員会に陪席させるとともに，学長と各課長との定期的
置し，「大学院定員確保検討委員会」及び「入学定員・教育研究組織検討委員 な情報交換の場を設け，円滑な業務実施のための改善に取り組んだ。平成24
会」等を立ち上げ，そこでの検討結果等に基づき計画を実施したこともあり， 年度には，本学附属学校園教員の資質・能力の向上を図るため，「鳴門教育
平成23年度大学院修士課程入学者が開学以来初めての定員に達した。 大学附属学校内地研修員実施要項」を改正し，附属学校園教員が本学修士課
平成23年度には，「長期履修学生の在り方及び支援体制検討委員会」で長期 程に限らず専門職学位課程で研修することを可能にした。

履修学生への指導体制等を検討し，その結果を踏まえ，従来教職キャリア支援
センターに位置付いていた長期履修学生支援オフィスを格上げして，平成24年
度に長期履修学生支援センターを設置した。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標
① 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標

中 1) 競争的資金，寄附金等の外部資金の確保及びその他の自己収入を増加させる。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【53】 【53】
1)-① 外部資金確保に向けた全学的取 ① 研究費の業績主義的傾斜配分及び学 業績評価項目について見直しを行い，教授・准教授の採用及び昇任

り組みを強化するとともに，研究 長裁量経費におけるインセンティブを Ⅲ 基準である「連合大学院Dマル合・合」資格を重点項目として新たに
費の業績主義的傾斜配分をはじめ 検証し，改善する。 追加するとともに，各教育部からの出された意見を基に，「教育支援
とするインセンティブを拡充する。 講師・アドバイザー」の活動回数等に応じてポイントに区分を設ける

などの改善を行った。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標
② 経費の抑制に関する目標

中 (1)人件費の削減
期 1) 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）に基づき，平成18年度以降の５年間において国家公務員に準
目 じた人件費削減を行う。更に，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日閣議決定）に基づき，国家公務員の改革を踏まえ，人件
標 費改革を平成23年度まで継続する。
(2)人件費以外の経費の削減
1) 常に業務内容及び業務実態について検証を行い，業務費全体の抑制を推進するとともに，資源を有効活用する。

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【54】 【54】
1)-① 「簡素で効率的な政府を実現す ① 国家公務員の人件費動向及び社会情 国家公務員の給与減額支給措置に準じ，役員については平成24年

るための行政改革の推進に関する 勢等を踏まえ人件費を抑制する。 Ⅲ ５月１日から，職員については平成24年６月１日から減額支給を実施
法律」（平成18年法律第47号）に した。
基づき，国家公務員に準じた人件
費改革に取り組み，平成18年度か
らの５年間において，△５％以上
の人件費削減を行う。更に，「経
済財政運営と構造改革に関する基
本方針2006」（平成18年７月７日
閣議決定）に基づき，国家公務員
の改革を踏まえ，人件費改革を平
成23年度まで継続する。

【55】 【55】
1)-② 常勤職員以外の人件費について ② 常勤職員以外の人件費の抑制方針を 常勤職員以外の人件費の抑制方針を踏まえ，平成23年12月に各課等

も，計画的に抑制する。 踏まえた職員配置を行う。 Ⅲ に雇用の必要状況を照会し，業務処理の効率化等の検討を総合的に勘
案して平成24年度の職員配置を実施した。
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【56】 【56】
1)-① 全体経費を抑制するため，多様 ① 「業務コスト節減計画」に基づき， 業務コスト節減検討ワーキング（７月，11月）を開催し，過去３カ

な契約方法を導入するとともに， 対策を講じる。 年（平成21年度～平成23年度）のコスト節減の取組状況を確認し，「使
「業務コスト節減対策」を検証し， 用電力量の削減」「コピー用紙等の再利用」「カラーコピーの削減」
改善する。 の具体的な３つの課題を明確にした。それらの現況と課題を踏まえて，

平成24年度のコスト削減の取組を実施し，その結果について，「エネ
ルギーの有効活用と節約の推進」（電気使用量やガス使用量等），「水

Ⅲ 道使用状況及び有効利用」，「資源の有効活用とリサイクルの推進」（コ
ピー用紙調達状況や古紙のリサイクル状況等）の観点を基にウェブペ
ージに掲載した。
教職員に対しては，エコアクション21のリーフレットを配布すると
ともに，廃棄物の排出量及び処理費の削減に繋げるためゴミの分別方
法を再度周知するなど，節減意識の浸透・改善に努めた。
平成24年10月17～19日の３日間リユースディを開催し，各棟研究室
で使用しなくなった備品類等の収集・展示・配分を行い，パソコンや
机等備品については86の展示物に対して45のリユース（約52％）を達
成した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標
③ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 1) 資産の有効活用を推進するとともに，積極的に運用する。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【57】 【57】
1)-① 学内及び地域のニーズ等を踏ま ① 「大学施設有効活用方針」に基づき， 学内施設利用者アンケートによるニーズ調査や鳴門教育大学施設有

え，屋外体育施設等を更に有効活 教職員，学生等を通じた，より効果的 効活用方針に基づき，施設利用案内についてウェブページの更新を行
用する。 な広報活動を積極的に推進する。 Ⅲ った。

また，施設・設備の有効利用の方策 また，アンケート結果を踏まえて，施設・設備の有効利用の方策に
について検討する。 ついて検討した結果，特にニーズの高かった利用可能施設の概要と料

金について明示した施設利用案内のパンフレットを作成し，教職員・
学生を通じて地域住民への広報活動を推進した。

【58】 【58】
1)-② 職員宿舎及び非常勤講師宿泊施 ② 「職員宿舎有効活用計画」を見直し， 職員宿舎の入居者拡大策としての職員宿舎有効活用計画に基づき，

設等の有効な活用方針を策定し， 対応策を講じる。 大学院生でかつ現職教員である者に対して入居者の募集を実施したと
運用する。 また，非常勤講師宿泊施設利用者に Ⅲ ころ，平成25年４月から４人が入居することとなった。

対してのアンケート調査結果を踏ま また，非常勤講師宿泊施設のアンケート調査等に基づき，照明設備
え，備品の更新等を計画的に行うとと ・空調設備を更新した。
もに，施設利用できる者の拡大策につ
いて検討する。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

(2) 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項 （２）自己収入及び外部資金の確保と余裕資金運用に関する取組
○ 自己収入の確保については，資産の有効活用の方策として，学生宿舎，職

【人件費抑制】54 員宿舎の入居率を高めるため，営繕経費を確保し，平成20年度から平成24年
国家公務員の給与減額支給措置に準じ，役員については平成24年５月１日から， 度までの年次計画で学生宿舎の改修整備を実施した。その結果，入居率は，
職員については平成24年６月１日から減額支給を実施した。 改修前平成21年度の約81％から，約90％(平成22年度から平成24年度の３カ年

の平均)に改善した。一方，職員宿舎は，教職員数が減少する中で入居率を高
【職員宿舎等の有効活用】58 めるため，入居条件を見直し，大学院生のうち現職教員である者を入居対象

職員宿舎の入居者拡大策としての職員宿舎有効活用計画に基づき，大学院生で とした結果，平成25年度から新たに４人が入居することとなった。
かつ現職教員である者に対して入居者の募集を実施したところ，平成25年４月か
ら４人が入居することとなった。 ○ 外部資金の確保については，科学研究費補助金の獲得に向けて，学長裁量
また，非常勤講師宿泊施設のアンケート調査等に基づき，照明設備・空調設備 経費の中でインセンティブ経費を確保するとともに，研究経費に業績主義的
を更新した。 傾斜配分経費を設け，科学研究費補助金の獲得を評価に繋げることにより，

平成22年度から平成24年度までの採択件数が68件，73件，76件と着実に増加
２．「共通の観点」に係る取組状況 している。
＜財務内容の改善・充実が図られているか。＞ また，JICAが進める途上国での教育支援事業などに積極的にエントリーし，

平成22年度から平成24年度までの平均で毎年約1.2億円の受託事業費を得るな
（１）経費の抑制に関する取組 ど，継続的な取組を行っている。
○ 人件費の抑制については，平成23年度までの「行政改革の重要方針」（平成 一方，余裕資金の運用については，定期預金及び譲渡性預金でのきめ細か
17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実施計画及び「経済 い安全な運用に努めるとともに，平成24年度下半期からは四国地区国立大学
財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年７月７日閣議決定）を 法人５大学による資金の共同運用にも参加して，平成22年度から平成24年度
踏まえて策定した「第２期中期目標期間における定員管理・人件費抑制計画(平 までの平均運用回数33回，平均運用益約１百万円を獲得した。その運用益は，
成22年３月24日役員会決定)」に基づき，基準年度である平成17年度の人件費 現職教員が大学院修学休業制度を利用して本学に修学する際の授業料特別免
予算相当額からの累積削減率目標△６％を上回る△8.6％を達成した。 除の費用の一部に充当して活用している。このように，余裕資金については，
また，「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成24年法 本学の資金量に見合った持続可能で安全で効率的な運用に努めている。

律第２号）における給与減額支給措置に準じて，役員は平成24年５月から，職
員は同年６月から平成26年３月までの間，減額支給措置を講じている。 （３）財務情報に基づく財務分析結果の活用に関する取組

○ 平成19事業年度以降，毎年度の決算情報を基に財務状況及び活動状況を分
○ 一般管理費の抑制については，学内の検討組織である業務コスト節減WG(平 析することを目的として，財務レポートを作成し，継続的に本学ウェブペー
成16年10月１日設置)が作成した業務コスト節減対策計画のうち，毎年重点項 ジで公表している。
目を定めて持続的に取り組むとともに，平成22年度から新たに環境省ガイドラ また，財務レポートを活用して財務分析を行い，その結果を翌年度の学内
インに基づく，「エコアクション21」の導入を決定し，環境方針達成のための 予算編成方針等に活用するシステムを構築した。それに基づき，平成24年度
環境目標及び環境活動計画を策定し，環境負荷の低減に取り組んだ結果，平成 の学内予算編成時に学生教育経費を増額する目的で，学生数積算分比率を
24年度には，対22年度比削減目標△２％を大きく上回る電気使用量約△8.3％， 15％から21％に見直しを行った。
水道使用量約△5.2％を実現し，環境負荷の低減と経費の抑制効果を上げてい 平成25年度の予算編成時には，財務レポート及び財務分析に新たに教育系
る。更に平成25年度からは附属学校園も含めて，対22年度比削減目標△３％を 単科大学の財務指標を取り入れ，本学の位置をベンチマーキングする手法に
掲げて取組を継続している。 より分析した結果，本学の財務指標は概ね適正であるという評価を得た。
また，環境負荷低減及び経費抑制のため，省エネ型の空調機やLED照明への

設備更新計画を策定し，平成23年度から年次計画で整備を進めている。
更に，平成25年度の学内予算編成時に一般管理経費抑制と年度計画予算の効
果的な財源配分を目的として，対前年度△１％の要求基準を設け，各担当部署
から要求のあった事業予算要求に対して，財務担当理事によるヒアリングを実
施した。
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
① 評価の充実に関する目標

中 1) 自己点検・評価制度，評価結果及びその活用方法等について検証し，更なる適正化及び効率化を図る。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【59】 【59】
1)-① 自己点検・評価制度及び評価結 ① 教員養成等推進会議の検証結果に基 教員養成等推進会議の検証結果に基づき，総務委員会の下に，地域

果の活用方法等の適正化について， づき，評価制度等を改善し，教育・研 教育委員会関係者，大学等機関の専門家及び学内選出教員から構成さ
学外の有識者による検証を受け， 究評価を実施する。 Ⅲ れる教育・研究評価部会を新設し，本学の教育研究活動及び学生によ
評価制度等を改善する。 る授業評価やFDの在り方について外部・内部から忌憚のない意見・提

言を収集することで，評価の実質化と効率化を図るようにした。そし
て，教育・研究評価部会の平成24年度評価結果を学長に報告した。

【60】 【60】
1)-② 自己点検・評価業務の効率化を ② 自己点検・評価実施要領等の見直し 教員養成等推進会議の検証結果に基づき，総務委員会の下に，地域

図るため，評価システムを改善す を検討する。 Ⅲ 教育委員会関係者，大学等機関の専門家及び学内選出教員から構成さ
る。 れる教育・研究評価部会の設置要項を定め，第１回教育・研究評価部

会を平成25年１月に開催した。

ウェイト小計
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標

中 1) 大学情報を適切かつ迅速に発信し，透明性を高め，社会への説明責任を果たす。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【61】 【61】
1)-① 多様な大学情報の積極的な発信 ① 大学情報の発信などの広報活動の検 大学院新入生アンケートを実施し，本学の広報活動に対する周知の

を通して，幅広い広報活動を行う。 証を行い，より効果的な広報活動を推 状況とその効果について分析・検証し，その結果を踏まえて，機内誌
進し，社会への説明責任を果たす。 Ⅲ 広告を用いた，より効果的な広報活動を推進した。

また，平成23年度に引き続き，大学院説明会情報の進学情報サイト
「大学院へ行こう！」への掲載や，再編集した大学紹介ビデオをウェ
ブページで公開するなどの広報活動を行うとともに，平成24年度から
新たに，ウェブ番組（徳島の社長TV）を用いて学長メッセージを発信
し，より効果的な広報活動の推進を図った。

【62】 【62】
1)-② 機関リポジトリを構築し，学術 ② 平成23年度に構築した機関リポジト Ⅲ 平成23年度末現在で340件であった公開論文データ等について拡充

研究情報を発信する。 リについて，公表内容等を拡充する。 を図り，平成24年度末現在で412件となった。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

１．特記事項 （２）自己点検・評価の取組及びその結果の活用
○ 自己点検・評価実施要領に基づき，本学教職員自身による自己点検・評価

【自己点検・評価体制の改善】59，60 とともに，学外有識者を含めた教育・研究評価を実施しており，その評価結
教員養成等推進会議の検証結果に基づき，本学の自己点検・評価の実質化と効 果は，ウェブページで公表している。本学教職員自身による自己点検・評価
率化を図ることを目的にして，総務委員会の下に，地域教育委員会関係者，大学 については，毎年度実施し，その評価結果を自己評価結果報告書として公表
等機関の専門家及び学内選出教員から構成される教育・研究評価部会を新設し， している。平成22年度には，「教員情報データベース」を導入し，評価関連
設置要項を定めて，第１回部会を平成25年１月に開催した。本部会は，本学の教 情報をデータベースで管理し，評価作業の効率化を図った。
育研究活動及び学生による授業評価やFDの在り方について外部・内部から忌憚の 平成24年度には，学外有識者を含めた教育・研究評価の実質化・効率化の
ない意見・提言を収集し，平成24年度評価結果を平成25年３月に学長に報告した。 観点から，それまで「教育評価部会」「研究評価部会」に分かれていた会議

を，「教育・研究評価部会」に一本化し，平成24年度評価結果を平成25年
【効果的な広報活動の推進】61 ３月に学長に報告した。また，指摘事項については，関係各委員会において，

大学院新入生アンケートを実施し，本学の広報活動に対する周知の状況とその 検討することとなった。
効果について分析・検証し，その結果を踏まえて，機内誌広告を用いた，より効
果的な広報活動を推進した。 ＜情報公開の促進が図られているか。＞
また，平成23年度に引き続き，大学院説明会情報の進学情報サイト「大学院へ
行こう！」への掲載や，再編集した大学紹介ビデオをウェブページで公開するな ○ 平成22年度に，大学広報と入試広報を明確に区分した広報体制とするとと
どの広報活動を行うとともに，平成24年度から新たに，ウェブ番組（徳島の社長 もに，ITを活用した広報を積極的に推進するため，ITに関する専門性を有す
TV）を用いて学長メッセージを発信し，より効果的な広報活動の推進を図った。 る専門員を採用した。ウェブページは日経BPコンサルティングが実施する「全

国大学サイト・ユーザビリティ調査」において，国立大学サイトのランクで
平成22年度は10位，平成23年度は12位，平成24年度は18位と上位を維持して
いる。

２．「共通の観点」に係る取組状況
＜中期計画・年度計画の進捗管理，自己点検・評価の着実な取組及びその結果の法 ○ 情報発信に向けた取組の成果として，本学ウェブページへの訪問者数が平
人運営への活用が図られているか。＞ 成22年度には512,990件，平成23年度には510,026件，平成24年度には518,503

件となっており，毎年，500,000件を超えた訪問者があった。また，新規訪問
（１）中期計画・年度計画の進捗管理 者数の割合については，19.73％，20.02％，25.45％となっており，毎年高く
○ 企画総務課において，第２期中期目標期間を見通した「第２期中期目標期間 なっている。
における年度計画策定表（本学では「グランドデザイン」と呼称）」を作成し，
各中期計画に係る年度ごとの進捗状況を管理している。 ○ 学校教育法施行規則の改正に伴い，平成23年度から教育研究活動等の状況
また，「グランドデザイン」を確認することで，中期計画のPDCAを踏まえた について情報を一元的に集約したウェブページを設け，学校教育法施行規則

進捗状況に応じて各年度の計画を策定している。 第172条の２に定める項目ごとに公開し，閲覧者の利便性を図ることとした。

○ 年度計画の実施計画，実施スケジュール及び達成状況等を一元管理するため， ○ 本学の学術研究情報を適切かつ迅速に発信するため，平成23年度に「鳴門
共通フォーマットとして「年度計画に係る実施計画等一覧表」を作成し，年度 教育大学リポジトリ」を構築し，「NII論文情報ナビゲータ」に蓄積されてい
計画の策定と合わせて，実施計画，実施スケジュールを策定している。 る教員の紀要論文をメタデータとして登録公開をおこなった。平成23年度末
また，年度途中に，企画総務課が主体となって年度計画の達成状況を確認す 現在で340件であった公開論文データ等について拡充を図り，平成24年度末現
る機会（ヒアリング等）を設け，進捗遅延の見られる計画に対応している。 在で412件となった。

○ 平成20年度から大学院説明会情報を進学情報サイト「大学院へ行こう！」
へ掲載し，平成23年度大学院入学者に対するアンケート調査によれば25.7％
の学生が閲覧したとの結果を得た。また，平成24年度には，再編集した大学
紹介ビデオをウェブページで公開するなどの広報活動を行うとともに，新た
に，ウェブ番組（徳島の社長ＴＶ）を用いて学長メッセージを発信し，より
効果的な広報活動の推進を図った。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標
① 施設設備の整備・活用等に関する目標

中 1) 効果的な施設メンテナンス及び設備更新等を計画的に行うとともに，施設・設備の有効活用を推進する。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【63】 【63】
1)-① 既存の施設改修計画及び設備マ ① 新たな施設改修計画に基づき整備す 平成23年度策定の施設改修計画に基づいて，平成24年度に附属幼・

スタープランを見直し，新たな計 るとともに，計画の検証を行う。 小学校の排水設備を改修した。また，キャンパスマスタープランに基
画に基づき整備する。 Ⅲ づき，総合学生支援棟の設計・工事発注準備及びライフライン再生の

給水設備改修工事を行った。さらに，新たに策定した施設改修計画（平
成24年～平成26年度）に基づき，講義棟他のトイレ改修計画の設計を
実施した。
ほかに，キャンパス・バリアフリー計画に基づき，健康棟エレベー
ター設置・多目的トイレの設置を実施した。

【64】 【64】
1)-② 大学の教育研究体制に応じた柔 ② 現状調査の分析結果を基に，本学の 平成23年度の「施設の活用状況の実態調査」に引き続き，「スペー

軟な施設・スペースの再配分を行 実状に合ったスペースマネジメントシ Ⅲ スに関する要望等について（照会）」を実施し，中長期的なスペース
う。 ステムを構築する。 マネジメントの検討を開始した。

また，短期的には，平成25年度の教員研究室配置計画を策定した。

ウェイト小計
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標
② 環境マネジメントに関する目標

中 1) 環境マネジメント体制を構築し，環境対策を推進する。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【65】 【65】
1)-① 環境基本計画を策定するととも ① 高島団地において，エコアクション 「鳴門教育大学環境方針」・「環境目標及び環境活動計画」に基づ

に，環境マネジメントシステムを 21マネジメントシステムの運用を開始 き，徳島サイト（附属学校園）を含む大学の構成員である学生・教員
構築し，継続的に環境保全に取り し，徳島地区において，平成24年度の Ⅲ ・事務職員等が環境負荷の低減に取り組み，その結果を環境活動レポ
組む。 エコアクション21の認証・登録を行 ート及び記録に取りまとめた。そのレポート等に基づく審査により，

う。 「エコアクション21」の認証・登録について，平成23年度の鳴門サイ
ト（大学）に続き，平成25年３月27日に徳島サイト（附属学校園）の
認証が認められた。

【66】 【66】
1)-② 環境保全に関する啓発活動を推 ② 環境保全に関する啓発活動を推進す 新任職員研修時や新入生オリエンテーション時にエコアクション21

進するとともに，地域との連携を るため，エコアクション21に関する説 についての説明を行ったほか，取組に関する講演会（７月，参加者約
図りつつ，学生と教職員が一体と 明会や取り組みに関する講演会を実施 Ⅲ 80人），パンフレットの掲示・配付を実施し，環境保全に対する意識
なって環境保全を行うための協働 するとともに，実施体制の検証を行う。 啓発を図った。
システムを構築する。 また，実施体制を検証し，部局相互の環境活動を活性化するため，

各部局内に原則２人の内部監査員を置くことを決め，その養成のため
の研修会（11月に２回，参加者17人）を実施した。

【67】 【67】
1)-③ 多様な環境活動を支援するため，③ 学生，教職員及び地域等の意見を踏 各部局からの営繕工事要求を踏まえ，省エネルギー対策として，講

大学及び周辺地域の自然環境に配 まえ，環境活動を支援するための施設 Ⅲ 義棟等の空調設備を高効率機器へ改修する（全学で２室）とともに，
慮した施設・設備等を計画的に整 ・設備等の整備計画を策定する。 講義棟の照明設備をLED化した（全学で15室）。
備する。

ウェイト小計
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標
③ リスクマネジメントに関する目標

中 1) 継続的かつ健全な大学運営を可能とするため，あらゆるリスクに対応したリスクマネジメントシステムを構築し，大学としての社会的責任（USR）を果たす。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【68】 【68】
1)-① リスクマネジメントシステムを ① リスクマネジメントシステム構築の 大学が保有する個人情報の管理について教職員の意識の高揚を図る

構築するとともに，行動計画に基 ため，危機管理基本マニュアルに基づ とともに，具体的な対処の仕方を明確にするため，個人情報漏えい防
づいたマニュアルを策定し運用す く個別マニュアルの策定に取り組む。 止マニュアルについて，平成25年２月開催の所掌委員会で検討すると
る。 その他，危機管理意識高揚のための Ⅲ ともに，学内教員に意見照会し，成案を得て平成25年度から運用する

啓発活動を行う。 こととした。
また，リスク対応に関する能力の向上及びコンプライアンス意識の
高揚を図るため，危機管理及びコンプライアンスの推進に関する研修
会を事務職員（リーダー・チーフクラス）を対象に開催した。

【69】 【69】
1)-② 情報セキュリティ人材を育成・ ② セキュリティリスク分析・評価結果 セキュリティ意識向上のため，徳島県警のサイバー犯罪捜査担当者

確保するとともに，セキュリティ に基づき，セキュリティ水準の維持・ による新入生に対する「情報セキュリティセミナー」を実施した（４
意識の向上を図ることにより，最 向上のためにIT利用環境を整備する。 Ⅲ 月（学部），参加者130人）（１月(大学院），120人）。
適な情報セキュリティ水準を確保 また，セキュリティー監査の実施を また，セキュリティ監査については，会計監査人による監査を実施
した，安全で安心なIT利用環境を 検討する。 した。
構築する。

【70】 【70】
1)-③ 南海・東南海地震をはじめとす ③ 「防災対策基本計画」に基づき，各 平成23年度に策定した備蓄・整備計画に基づき，防災関連物資及び

る大規模な自然災害等に対し，各 種計画の策定に取り組む。 資機材等を整備した。また，防災対策基本計画の見直しに基づき津波
種計画（避難，誘導，救助，備蓄 また，計画的に地域と連携した防災 による避難場所，防災関連物資及び資機材等の設置場所等を防災地図
等）に基づく訓練等を地域と一体 訓練を実施するとともに，安全・衛生 に取りまとめ，関係各課に配布するとともにウェブページにより周知
で実施するとともに，日常の安全 パトロールの実施による安全対策を講 Ⅲ した。
（衛生）対策，予防対策について じる。 ほかに，平成24年９月に本学を会場として行った鳴門市防災訓練へ
も計画的に取り組む。 参加するとともに，平成24年11月に地域住民と連携した高島地区防災

訓練を実施した。
さらに，衛生委員会による安全・衛生パトロールの指導事項に基づ
いて，地盤沈下箇所の穴埋めなどの安全対策を講じた。
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

【71】 【71】
1)-④ 学生（幼児・児童・生徒等含む。）④ 学生のための危機管理マニュアルの 危機管理マニュアルを見直し，学生用地震防災マニュアルを作成し，

を取り巻くリスク（事故，情報倫 見直しを図るとともに，新入生合宿研 新入生に入学時に配付するとともに，在学生についてもコース等を通
理，薬物等）に対応した教育・指 修や課外活動団体のリーダーシップセ じて配付した。
導を強化する。 ミナー等を通じて安全教育を実施す また，新入生オリエンテーション，学部新入生及び２年次生の合宿

る。 研修において，リスクについての注意喚起を促したほか，課外活動団
また，附属学校においては，それぞ Ⅲ 体の次期代表者を対象にサークル・リーダーシップ・セミナーを開催
れ策定している「安全管理計画」に基 し，救命講習，自殺予防講習及び集団生活の中で生じるリスクについ
づき安全策を講ずるとともに，同計画 てグループ討議を行った。
の検証を行う。 附属学校園においては，学校園ごとに定めた安全管理計画に従い安

全教育を行ったほか，特に交通安全については警察関係者等を講師に
招き講習会を４附属学校園で実施した。また，救急救命への対応とし
て医師を講師に招きAED講習会（６月，参加者113人（保護者含む））
を開催した。

【72】 【72】
1)-⑤ 講習会をはじめとする啓発活動 ⑤ ハラスメントに関する相談員への研 相談体制を充実させるため，平成24年６月にハラスメントに関する

の強化及び相談体制の充実により， 修及び教職員への啓発セミナーを計画 Ⅲ 相談員である教職員14人に対し，セクシャル・ハラスメント等に係る
多様なハラスメントの防止に取り 的に実施し，相談体制を充実させる。 相談員研修を実施した。
組む。 また，学生・教職員の人権意識啓発のため，平成24年12月に人権教

育推進講演会を実施し，76人の参加があった。

ウェイト小計
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標
④ 法令遵守に関する目標

中 1) 法令，規則及び社会的規範に則った大学経営を行う。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【73】 【73】
1)-① 法人監査機能及び内部統制機能 ① 内部統制機能の強化を図るため，コ 内部統制機能の強化を図るため，コンプライアンス基本方針を平成

を強化し，法令遵守を徹底した大 ンプライアンスに関する基本方針及び 24年５月に制定し，各教職員あてのメール及び学内ポータルサイトに
学運営を推進する。 各種実施計画等を策定する。 おいて周知した。また，内部統制の確立を達成するため，学外有識者

Ⅲ に指導を受けることにより，次年度以降に策定するリスク対応計画の
取組手法及び完成イメージ等を明確にした。

【74】 【74】
1)-② 学外の有識者を活用した内部統 ② 内部統制機能充実のため，コンプラ 内部統制機能の強化を図るため，コンプライアンス基本方針を平成

制体制を構築し，統制機能を充実 イアンスに関する基本方針及び各種実 24年５月に制定し，各教職員あてのメール及び学内ポータルサイトに
させる。 施計画等の策定を策定する。 Ⅲ おいて周知した。また，内部統制の確立を達成するため，学外有識者

その他，コンプライアンス意識高揚 に指導を受けることにより，次年度以降に策定するリスク対応計画の
のための啓発活動を行う。 取組手法及び完成イメージ等を明確にした。

リスク対応に関する能力の向上及びコンプライアンス意識の高揚を
図るため，危機管理及びコンプライアンスの推進に関する研修会を事
務職員（リーダー・チーフクラス）を対象に開催した。

ウェイト小計
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標
⑤ 男女共同参画社会の対応に関する目標

中 1) 男女共同参画社会の実現に向けた総合的な取組を推進する。
期
目
標

進捗
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

【75】 【75】

1)-① 男女共同参画社会の構築に向け ① 男女共同参画推進のため，平成23年 平成24年２月に実施した｢鳴門教育大学における男女共同参画に関
た大学の方針に基づき，大学教職 度に実施したニーズ調査を基に，効果 するアンケート調査」において要望のあった構内託児サービスについ
員等のニーズを踏まえた施設及び 的な意識啓発，支援制度の周知に努め Ⅲ て，入試業務に伴う休日出勤を対象に４回実施した。また，本学での
制度等の整備を推進する。 るとともに，本学に必要な施策を講じ ｢男女共同参画｣についての取組を周知するため，育児・介護のための

る。 支援制度パンフレット等を作成し，平成25年３月に学内ポータルサイ
トに掲載した。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学鳴門教育大学

(4) その他業務運営に関する重要目標

１．特記事項 【男女共同参画推進】75
平成24年２月に実施した｢鳴門教育大学における男女共同参画に関するアンケ

【保有資産の有効活用】58 ート調査」において要望のあった構内託児サービスについて，入試業務に伴う
職員宿舎の入居者拡大策としての職員宿舎有効活用計画に基づき，大学院生で 休日出勤を対象に４回実施した。また，本学での｢男女共同参画｣についての取
かつ現職教員である者に対して入居者の募集を実施したところ，平成25年４月か 組を周知するため，育児・介護のための支援制度パンフレット等を作成し，平
ら４人が入居することとなった。 成25年３月に学内ポータルサイトに掲載した。
また，非常勤講師宿泊施設のアンケート調査等に基づき，照明設備・空調設備
を更新した。 ２．「共通の観点」に係る取組状況

＜法令遵守（コンプライアンス）及び危機管理体制が確保されているか。＞
【エコアクション21の認証・登録】65

「鳴門教育大学環境方針」・「環境目標及び環境活動計画」に基づき，徳島サ （１）コンプライアンスの確保
イト（附属学校園）を含む大学の構成員である学生・教員・事務職員等が環境負 ○ 平成22年度にコンプライアンスに係る体制の確立及び推進を図ること，ま
荷の低減に取り組み，その結果を環境活動レポート及び記録に取りまとめた。そ た，公平公正な職務の遂行及び本学に対する社会的信頼の維持に資すること
のレポート等に基づく審査により，「エコアクション21」の認証・登録について， を目的にコンプライアンス規定を制定した。
平成23年度の鳴門サイト（大学）に続き，平成25年３月27日に徳島サイト（附属
学校園）の認証が認められた。 ○ 内部統制機能の強化を図るため，平成23年度から「コンプライアンス基本

方針」の制定に取り組み，平成24年５月に制定に至った。また，内部統制の
【環境保全に関する啓発活動の推進】66 確立を達成するため，学外有識者に指導を受けることにより，平成25年度以

新任職員研修時や新入生オリエンテーション時にエコアクション21についての 降に策定するリスク対応計画の取組手法及び完成イメージ等を明確にした。
説明を行ったほか，取組に関する講演会（７月，参加者約80人），パンフレット
の掲示・配付を実施し，環境保全に対する意識啓発を図った。 ○ リスク対応に関する能力の向上及びコンプライアンス意識の高揚を図るた
また，実施体制を検証し，部局相互の環境活動を活性化するため，各部局内に め，危機管理及びコンプライアンスの推進に関する研修等を以下のとおり開
原則２人の内部監査員を置くことを決め，その養成のための研修会（11月に２回， 催した。
参加者17人）を実施した。 ・危機管理及びコンプライアンスの推進に関する研修

（対象：事務系職員，参加者：平成23年度21人，平成24年度35人）
【コンプライアンス等の内部統制の確立】68 ・公的研究費の不正使用防止に関する研修会

大学が保有する個人情報の管理について教職員の意識の高揚を図るとともに， （対象：教職員，参加者：平成22年度41人，平成23年度44人，平成24年度
具体的な対処の仕方を明確にするため，個人情報漏えい防止マニュアルについて， 84人）
平成25年２月開催の所掌委員会で検討するとともに，学内教員に意見照会し，成 ・人権教育推進講演会
案を得て平成25年度から運用することとした。 （対象：教職員及び学生，参加者：平成22年度45人，平成23年度49人，平
また，リスク対応に関する能力の向上及びコンプライアンス意識の高揚を図る 成24年度80人）
ため，危機管理及びコンプライアンスの推進に関する研修会を事務職員（リーダ ・個人情報保護法研修会
ー・チーフクラス）を対象に開催した。 （対象：教職員，参加者：平成22年度29人（開催回数１回），平成23年度

47人（開催回数１回），平成24年度304人（開催回数：大学２回，附属
【防災対策基本計画に基づく安全対策】70 学校園２回））

平成23年度に策定した備蓄・整備計画に基づき，防災関連物資及び資機材等を ・クレーム対応研修
整備した。また，防災対策基本計画の見直しに基づき津波による避難場所，防災 （対象：事務系職員，参加者：平成24年度20人）
関連物資及び資機材等の設置場所等を防災地図に取りまとめ，関係各課に配布す ・法人文書の管理に関する研修会
るとともにウェブページにより周知した。 （対象：教職員，参加者：平成24年度33人）
ほかに，平成24年９月に本学を会場として行った鳴門市防災訓練へ参加すると
ともに，平成24年11月に地域住民と連携した高島地区防災訓練を実施した。
さらに，衛生委員会による安全・衛生パトロールの指導事項に基づいて，地盤
沈下箇所の穴埋めなどの安全対策を講じた。
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○ 大学が保有する個人情報の管理について教職員の意識の高揚を図るととも ○ 各年度とも，安全衛生法に基づく職場巡視や施設パトロールを行い，構内

に，具体的な対処の仕方を明確にするため，個人情報漏えい防止マニュアル の危険箇所修繕（課外活動施設外灯補修等）や職場環境の改善（避難通路上

について，平成25年２月開催の所掌委員会で検討するとともに，学内教員に意 の物品移動等）を実施している。

見照会し，成案を得て平成25年度から運用することとした。

○ 「国立大学法人鳴門教育大学毒物及び劇物取扱要項」に基づき，管理担当

（２）危機管理体制の確保 者，使用責任者を配置し，保管庫の施錠管理，使用簿による使用状況の管理，

○ 平成22年度に危機管理体制の強化・見直しに際して，従前まで制定されてい 保管数量の定期的な確認を行い，安全管理に努めている。

た，「国立大学法人鳴門教育大学危機管理規程」を廃止し，「国立大学法人鳴

門教育大学危機管理規則」を制定した。 （３）公的研究費の不正使用防止について

また，各担当部署で危機管理マニュアル等を以下のとおり策定している。 公的研究費の不正使用防止については，「鳴門教育大学における研究活動

・危機管理基本マニュアル：企画総務課所掌 の不正行為・研究費の不正使用への対応」マニュアル等を作成するとともに，

・鳴門教育大学防災対策基本方針：企画総務課所掌 「新任職員研修」，「公的研究費の不正使用防止に関する研修会」等を通じて，

・個別の危機事象マニュアルの整備等について：企画総務課所掌 教職員に周知し，意識高揚を図っている。

・国立大学法人鳴門教育大学緊急時の報道関係対応マニュアル：企画総務課 ・新任職員研修

所掌 平成23年以前の新任教職員に対しては４月の研修会のみの説明であった

・学生の課外活動中の事故防止のための手引き：学生課所掌 ものを，平成24年度からは年度途中採用者に対しても同様の説明を行い，

・鳴門教育大学における研究活動の不正行為・研究費の不正使用への対応マ 不正防止の強化を図った。

ニュアル：財務課所掌 平成22年４月（対象：教職員，参加者：41人）

平成23年４月（対象：教職員，参加者：35人）

○ 平成22年度に，自然災害等に対する「防災対策基本方針」及び「防災対策基 平成24年４月（対象：教職員，参加者：34人）

本計画」を策定したが，東日本大震災を受けて，平成23年度には消防計画に定 平成24年８月（対象：教員，参加者：１人）

められた津波に関する避難場所の見直しや，地震防災マニュアルの見直しを行 平成24年10月（対象：教員，参加者：２人）

った。 ・教職員へ公的研究費の不正使用防止に関する研修会

また，平成24年度においては，平成23年度に見直した避難場所や，関連資機 毎年９月に公的研究費の不正使用防止研修会を実施しているが，近年，

材の設置場所等を防災地図に取りまとめた。 国立大学法人の不適切な経理が新聞記事等で報道されていることを受け，

平成24年度は外部講師を招聘することで不正使用防止の強化に取り組んだ。

○ 鳴門市と災害時における避難場所確保の協定を締結しており，鳴門市消防署 加えて，研修会への参加者数の増加を図るため，再三に渡り学内ポータル

の協力を得て，毎年，地域住民と合同で防災訓練を実施している。 サイトや個人宛メールへ周知を行うことで，平成22年度41人，平成23年度

44人の参加に対して，平成24年度については84人の参加があり前年度と比

○ 附属学校園の安全指導計画（安全管理マニュアル）を毎年見直すとともに， 較して約２倍の参加者増につながった。

年間を通した安全指導計画に基づき，保護者にも協力を求め，児童生徒等への ・検収担当者用の検収マニュアル説明会

安全教育を実施している。また，警察署や消防署，警備会社等の協力を得て， 平成24年12月17日付け24文科振第507号「研究機関における公的研究費の

各種訓練を計画し，特に交通安全については警察関係者等を講師に招き講習会 不正使用等の防止に関する体制整備及び運用の徹底について」の通知を受

を４附属学校園で実施している。また，救急救命への対応として医師を講師に けて，平成25年４月１日施行に向けた検収担当者用の検収マニュアル（Q&A

招きAED講習会（保護者含む）を開催している。 を含む）を新たに整備し，同時に検収業務にかかわる職員（大学：10人，

附属学校園９人）に対して平成25年３月に説明会を実施することで，検収

体制の強化と運用の周知徹底を図った。
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（４）寄付金の取扱いについて

研究関係の公益法人等から本学教員等個人に助成金が供与された場合，「国

立大学法人鳴門教育大学寄附金等受入取扱要項」により，助成金を寄附金とし

て本学へ寄附するものと定めている。

また，寄付金等の受入れに関しては，本学ウェブページで周知しており，平

成23年度には，寄付金受入れに際する研究者の行動規範も含めた内容にウェブ

ページを更新した。平成24年度からは，学内通知文書に加え教授会においても

重ねて説明し周知徹底を図っているところである。

（５）随意契約の適正化の推進について

本学の随意契約の適正化については，平成21年４月１日付けで「国立大学法

人鳴門教育大学契約事務取扱細則」を改正し，随意契約として契約することが

可能な額を国と同額とした。平成22年度以降についてもこの細則に基づき適正

に契約を行っており，契約実績については本学ウェブページで公開するなど，

随意契約の適正化を推進している。

また，非常勤講師宿泊施設の管理業務について，平成23年度より契約方式を

随意契約から一般競争契約に変更するなど，契約事務の見直しを図った。
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Ⅱ 予算（人件費見積もりを含む。），収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅲ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

９億円 ９億円 なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発 運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発

生等により緊急に必要となる対策費として借 生等により緊急に必要となる対策費として借

り入れることが想定されるため。 り入れることが想定されるため。

Ⅳ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

なし なし なし

Ⅴ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教育研 決算において剰余金が発生した場合は，教育研 なし

究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。
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Ⅵ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

小規模改修 総額 国立大学財務・経営セン ・講義棟等空調設 総額 国立大学財務・経営セン ・講義棟等空調設 総額 国立大学財務・経営セン

ター施設費補助金 備改修 ター施設費補助金 備改修 ター施設費補助金

１４４ （ 144 ） ・学生宿舎（女子 １３０ （ 25 ） ・学生宿舎（女子 ２１６ （ 25 ）
棟）改修 棟）改修

・ライフライン再 施設整備費補助金 ・ライフライン再 施設整備費補助金

生 （ 50 ） 生（昇降機設備） （ 50 ）
（昇降機設備）

・ライフライン再 施設整備費補助金

・教育・研究環境 施設整備費補助金 生（給水設備等） （ 86 ）
の整備・充実の （ 55 ）
ための電動式集 ・教育・研究環境 施設整備費補助金

密書架の設置 の整備・充実のた （ 55 ）
めの電動式集密書

（注１）施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期 注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案し 架の設置

目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した た施設・設備の整備や，老朽度合等を勘案した施設・設備の改修

施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改 等が追加されることもあり得る。

修等が追加されることもある。

（注２）小規模改修について平成22年度以降は平成21年度同額と

して試算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助

金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入

金については，事業の進展等により所要額の変動が予想さ

れるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成

過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等

・講義棟等空調設備改修 講義棟，自然棟，芸術棟及び健康棟の空調 ・ライフライン再生（給水設備等） 高島地区の受水槽及び高置水槽を耐震
設備が老朽化したため，改修を行い教育研究 性及び耐久性の高い設備に整備を行うと
施設の環境向上を図った。 ともに，屋外給水管及び屋外揚水管等の

改修を行い，安全性と機能性の確保を図
・学生宿舎(女子棟)改修 学生宿舎の老朽改修工事を実施，学生の共 った。

同生活の環境改善を図った。 ※文部科学省より｢平成24年度国立大学法人施設整備補助金｣の交付決定が平成24年10月
26日付けで通知されたため。

・ライフライン再生(昇降機設備) 健康棟にエレベータの新設，自動扉の整備，
多目的トイレの整備及びスロープの設置を行 ・教育・研究環境の整備・充実のため 平成23年度に新設された附属図書館保存
い，ハンディキャップを持つ人や，全ての人 の電動式集密書架の設置 書庫に，電動式集密書架を設置し，修士論
が平等に利用できるようキャンパスバリアフ 文，外国図書等を保管した。
リー化を図った。
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

人員管理を人件費総額で管理することとなるが， 教職員の適正な配置，養成，評価並びに計画的な人 ① 修士課程人間教育専攻現代教育課題総合コースに
運営費交付金の算定ルールなどを参考に，年俸制の 事交流の実施 おいて遠隔教育プログラムを開設することに伴い，
導入や人事交流を活性化し，第２期中期目標期間中 ① 学内での組織改革の検討を踏まえて，教員定員 平成25年度の教員定員配置計画を見直し，遠隔教育
の適正な人員配置を計画する。 計画を策定し，必要に応じ見直す。 プログラム対応分として，同コースに准教授１人の

② 新たな人事評価制度について検証するととも 教員定員を配分した。
に，必要に応じて制度の見直しを行う。 また，高度学校教育実践専攻（教職大学院）のコ
また，管理職も含めた職員の職能開発・意識改 ースの再編に伴い，定員充足，院生指導の適切な実
革を目的としたSD研修を計画し，実施する。 施，教員就職率の改善等の観点から，専攻内の専任

教員の配置の見直しについて検討し，平成25年度か
ら，全ての院生を専任教員全員が協力して指導する
ことを原則にしながら，教職実践力高度化コースに
12人，教員養成特別コースに10人の主たる担当教員
を配置することとした。
また，計画的な教員公募を行うため，平成25年３
月に平成26年度教員定員計画を策定した。

② 平成23年度に見直しを行った新たな人事評価制度
について，評価者研修を行った上，人事評価（９月
中間評価・３月期末評価）を実施した。
評価結果（中間評価）を処遇への参考とし，平成2
4年12月期の勤勉手当及び平成25年１月の昇給に反映
させた。
また，SD研修については，平成24年12月にタイム
マネジメント研修（受講者10人）及びクレーム対応
研修（受講者20人）等を実施し，両研修ともに事後
のアンケート結果において，内容を「良く理解でき
た」「理解できた」と回答した者が100％に達した。
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○ 別表（学部の学科，研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

○ 計画の実施状況等

(1) 収容定員に関する計画の実施状況
学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100 専門職学位課程においては，カリキュラム内容に対する教育委員会及び各学
(人) (人) (％) 校長からの評価は高い。しかし，徳島県を中心に各都道府県において，そのよ

うなカリキュラムに対応した30～40歳代の派遣希望教員層が薄い状態にある。
学校教育学部 ４００ ４６２ １１５．５ 平成25年度より現職教員対象の３コースを教職実践力高度化コースに統合し，

カリキュラムを改編することにより，20～50歳代の幅広い年代の教員を受入れ
学校教育教員養成課程 ４００ ４６２ １１５．５ られるようにした。その結果，現職教員の平成24年度入学者が27人だったのに

対し，平成25年度入学者は34人となり増加が見られた。
現在，現職教員対象の教職実践力高度化コース（定員40人）と学卒者対象の

学士課程 計 ４００ ４６２ １１５．５ 教員養成特別コース（定員10人）の定員配分の見直しに入っており，後者の定
員を増やす方向で検討し，平成26年度入試から実施しようとしている。

大学院学校教育研究科 ５００ ５５２ １１０．４

人間教育専攻 １８０ １９８ １１０．０

特別支援教育専攻 ４０ ３８ ９５．０

教科・領域教育専攻 ２８０ ３１６ １１２．９

修士課程 計 ５００ ５５２ １１０．４

大学院学校教育研究科 １００ ７８ ７８．０

高度学校教育実践専攻 １００ ７８ ７８．０

専門職学位課程 計 １００ ７８ ７８．０

附属幼稚園 １４２ １３８ ９７．２

附属小学校 ７０２ ６８９ ９８．１

附属中学校 ４８０ ４７２ ９８．３

附属特別支援学校 ６０ ６０ １００．０


